
【ＤＯ（実施）】
後期基本計画（令和３年度～令和７年度）における数値目標

施策経費

施策の概要（細施策）

令和 4 年度 施策評価表

施策担当部 総務部 部長 楠本　勝典
施策担当課 安全対策課 課長 尾曲　芳行

Ｒ３目標値Ｒ４目標値Ｒ５目標値Ｒ６目標値Ｒ７目標値 Ｒ３年度

Ｒ３実績値Ｒ４実績値Ｒ５実績値Ｒ６実績値Ｒ７実績値 達成率 進捗率

68.0 69.0 70.0 71.0 72.0

65.9

施策達成状況の説明

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度
決算 予算 見込

事業費 266 800 765

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 266 800 765

人件費 6,082 6,005 ─

フルコスト 6,348 6,805 ─

施策 0902 総合的な危機管理の推進

施策の方針
　様々な危機から市民の生命、身体及び財産を守るため、危機管理意識の向上や危機管理体制の充実に努め
る。

関連する
SDGsの
ゴール

指標名 単位
基準値
（Ｒ１）

① 防災ラジオの配布率 ％ 67.0 96.9% 91.5%

②

③

④

⑤

（単位:千円） 特記事項

内
訳

090201 危機管理意識の向上

　新たな感染症の流行や他国からの武力攻撃など、様々な危機が発生した場合に、市民が
適切に行動できるよう、平常時から様々な危機に関する調査検討、想定訓練等を実施しま
す。
　また、防災ラジオを活用した広報等に努め、市民の危機管理意識の向上を図ります。

090202 危機管理体制の充実

　様々な危機に対し、市が組織として迅速かつ的確に対応するため、「国民保護計画」、
「業務継続計画」、「新型インフルエンザ等対策行動計画」等の個別計画を踏まえ、対策
本部を設置するなど体制の構築・充実を進めるとともに、国や県、関係機関との密接な連
携に努めます。

・国民保護計画については、平成29年度から見直しに着手し、平成30年度に改定済み。

・防災ラジオについては、自主防災組織の訓練や広報おおむらでお知らせしたり、転入の際に市民課の手続きの紹介の時に案内をしている。引き
続き、行事や講演会が開催される際には啓発活動や災害に関する講話などを通して、防災ラジオの必要性を訴え取得を促しています。



【ＣＨＥＣＫ（評価）施策担当部長】

【ＡＣＴＩＯＮ（改善・改革）】

令和５年度新規事業

施策を達成する上での問題点・課題

・住民に武力攻撃事態等における国民保護事態に対処するため、日頃の備えや避難行動等（自助・共助を含め）の危機管理意識を醸成させるこ
と。
・国民保護事態に対応する各関係機関との連携強化・充実させること。

上記の問題点・課題を踏まえた事務事業の改善・改革や新規事業についての考え方

・武力攻撃等が発生した場合に、国及び県からの指示を踏まえ、市民に速やかに警報を発し、避難場所への誘導等を迅速に行う。また、適宜、国
民保護協議会を開催し、国民保護計画の改訂を行うとともに、避難実施要領パターンについても現状に沿った改訂を行う。

令和５年度見込

0

事業名 担当課 対象・事業概要など
事業費（千円）

1

2

3

4

5


